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「付加製造（3Dプリンティング）に関するガイドライン」の紹介 

大滝 一紀＊

1．はじめに

近年，3Dプリンティングに代表される付加製造

技術を用いた金属製品の開発が急速に普及し，特に

自動車，航空宇宙，医療，産業機器等の分野におい

て同技術が活用されている。その理由として，付加

製造の特徴である，従来は不可能であった形状の造

形能力が挙げられる。この能力により，三次元の複

雑形状，格子構造，傾斜構造等の造形が実現し，高

度に設計された製品の製造が可能となることから，

今後のものづくりに大きな変革をもたらす技術とい

われている。

付加製造の歴史は長く，1980年代初頭に日本に

おいて紫外線及び感光性樹脂を用いた光造形法を発

明したことに始まるといわれ，後に米国企業や日本

企業が事業化した。当初は樹脂造形を中心としたも

のであったが，米国において金属材料への適用につ

いても研究が開始され，現在までに多数の付加製造

装置が開発されている。

昨今，各種製造業においてはコスト削減や生産性

向上が強く求められており，その打開策として省人

化しつつ効率的に製品製造が可能となる付加製造技

術が注目されている。加えて，付加製造装置の市場

規模も年々拡大している。このため，付加製造技術

を用いる製品製造の分野は今後更に拡大し，舶用機

器の分野においても活用されることが見込まれる。

このような背景から，本会では付加製造技術の紹

介を目的として，用語，当該技術の分類，特徴等を

纏め，加えて，当該技術を用いて製造された金属製

舶用機器等の承認要件についても取り纏めた付加製

造（3Dプリンティング）に関するガイドラインを

策定した。以下，当該ガイドラインの内容を紹介す

る。

2．ガイドラインの紹介 

2.1 付加製造に関する基礎知識（本会ガイド

ライン中の第1部）

2.1.1 用語

本ガイドラインにて使用する用語は付加製造

＊ 開発本部 機関開発部

（Additive Manufacturing：以下，「AM」という。）

技術における基本的な用語であることから，ISOや

JIS等の国際規格又は国家規格を参考に規定してい

る。具体的に参考とした規格は以下の通りである。

(1) ISO/ASTM 52900：2015“Additive manufac-
turing – General principles – Terminology”

(2) JIS B9441：2020「付加製造（AM）–用語及

び基本的概念」

2.1.2 付加製造技術（AM技術） 

AM技術の種類として，以下の表1に掲げる7種が

定義されている。このうち，現在，金属製品の製造

に主として用いられているAM技術は，粉末床溶融

結合（Powder Bed Fusion）及び指向性エネルギー

堆積（Direct Energy Deposition）が一般的である

が，本ガイドラインにおいては，表1に掲げる全7
種のAM技術に対する概要，造形用材料，積層後の

工程を紹介している。その他，各造形用材料に対し

て使用されている主なAM技術の分類についても紹

介している（図1）。

表1 AM技術の種類 

図1 各造形用材料に対して使用されている主なAM

技術の分類 
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2.2 AMにより製造される金属製舶用機器等の

取り扱い（本会ガイドライン中の第2部） 

2.2.1 一般 

(1) 適用 
本会ではAM技術は鋳造技術の代替手法と捉

え，これまで鋳造技術を用いて製造されてきた

製品・部品が，近い将来AM技術を用いて製造

される場合があることを予想している。従って，

船舶に使用される鋳造製品であり，且つ本会が

承認を要求している製品が本ガイドラインの適

用対象となると考えている。具体的な対象とし

ては，船用材料・機器等の承認及び認定要領 
第1編3章に掲げる金属製品（NK船用材を使用）

（表2）を想定している。一方で，表2以外の金

属製品（非NK船用材を使用）に対する承認要

望へも応えられるようにすべく，別途承認ス

キームを用意しており，その内容は2.2.5で紹

介する。 

表2 適用対象となる製品例 

 

(2) 承認までの流れ 
本ガイドラインにおける承認の流れを図2に

示す。前(1)で述べた通り，表2に該当する製品

をAM技術を用いて製造する際，図2における

「NK船用材」と記したフローが適用となる。

一方，表2以外の金属製品（非NK船用材を使

用）に対して任意での承認を希望する場合には，

「非NK船用材」と記したフローが適用となる。

なお，図2に示すフロー中の各項目の詳しい内

容については，2.2.2に「造形用材料の認定」，

2.2.3に「製造方法の承認」，2.2.4に「製品の試

験・検査」，2.2.5に「製造予定製品の事前審査」

に関する内容を記載している。 

 
図2 承認の流れ 

(3) 造形用材料と製品の材料記号 
AMに関する造形用材料と製品の材料記号に

ついては，本会の鋼船規則K編又は本会が適当

と認める国際規格又は国家規格等（例JIS，

ISO等）の公的規格に規定される材料記号を使

用する。 
AM用の造形用材料については，同材料記号

の後ろに-F-AM，続いて以下に記載の熱処理の

表示記号（表3），AM技術に関する表示記号

（表4）を追加する。必要に応じて，本会の鋼船

規則M編6章に規定される水素量に関わる記号

（-H5，-H10，-H15）も使用する。 
AMにより製造された製品については，同材

料記号の後ろに-AM，続いて表3に記載の熱処

理の表示記号，表4に記載のAM技術に関する

表示記号を追加する。 

表3 熱処理の表示記号 
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表4 AM技術に関する表示記号 

 

一例として，材料記号の記載例を以下に示す。 
KSCA45-F-AM-A-WAAM： 
ワイヤアーク焼結法によってAMされたままの低

合金鋼鋳鋼品KSCA45用の造形用材料 
KFCD45-AM-A-PBF-LB： 
レーザビーム粉末床溶融結合によってAMされた

ままの球状黒鉛鋳鉄KFCD45のAM製品 
2.2.2 造形用材料の認定 

(1) 認定までの流れ 
造形用材料の認定の流れを図3に示す。ここ

でいう「申込」は，造形用材料の材料供給者が

行うことを想定している。なお，各項目の詳細

については，以下の(2)以降で紹介する。本会

では，本会船級船として登録している船舶にお

ける船体構造やエンジン等の主要な構造物等に

対し，本会が承認した材料の使用を要求してお

り，AMにより製造される金属製舶用機器等の

材料においても同じ考え方を適用している。 

 
図3 造形用材料の認定までの流れ 

(2) 提出書類 
認定に際し，最低限提出が必要となる書類を

表5に示す。なお，既に造形用材料について本

会の認定を受けており，その際に提出した書類

と重複するものがある場合にあっては，提出書

類の一部を省略することができる。 

表5 造形用材料の認定のための提出書類 

 

(3) 認定基準調査（実情調査） 
本調査では，造形用材料を安定した作業の下

で認定試験に使用した造形用材料と同等又はそ

れ以上のものを均一且つ継続した品質で製造し

得る能力（設備，技術，品質管理及び社内検査

部門）があるか否かを確認することを目的とし

ている。なお，調査に際し，主に以下の項目に

ついて確認を行うこととしている。 
● 製造工程 
● 社内検査部門及び苦情処理部門 
● 製造設備及び検査設備 
● 各種社内規格，作業標準及び品質管理体制

とその実施状況 
(4) 認定試験 

承認された試験方案に従い，以下の項目（表

6）に関する試験の実施を規定している。本試

験では，材料の健全性を確認することを目的と

している。 

表6 認定試験 
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2.2 AMにより製造される金属製舶用機器等の

取り扱い（本会ガイドライン中の第2部） 

2.2.1 一般 

(1) 適用 
本会ではAM技術は鋳造技術の代替手法と捉

え，これまで鋳造技術を用いて製造されてきた

製品・部品が，近い将来AM技術を用いて製造

される場合があることを予想している。従って，

船舶に使用される鋳造製品であり，且つ本会が

承認を要求している製品が本ガイドラインの適

用対象となると考えている。具体的な対象とし

ては，船用材料・機器等の承認及び認定要領 
第1編3章に掲げる金属製品（NK船用材を使用）

（表2）を想定している。一方で，表2以外の金

属製品（非NK船用材を使用）に対する承認要

望へも応えられるようにすべく，別途承認ス

キームを用意しており，その内容は2.2.5で紹

介する。 

表2 適用対象となる製品例 

 

(2) 承認までの流れ 
本ガイドラインにおける承認の流れを図2に

示す。前(1)で述べた通り，表2に該当する製品

をAM技術を用いて製造する際，図2における

「NK船用材」と記したフローが適用となる。

一方，表2以外の金属製品（非NK船用材を使

用）に対して任意での承認を希望する場合には，

「非NK船用材」と記したフローが適用となる。

なお，図2に示すフロー中の各項目の詳しい内

容については，2.2.2に「造形用材料の認定」，

2.2.3に「製造方法の承認」，2.2.4に「製品の試

験・検査」，2.2.5に「製造予定製品の事前審査」

に関する内容を記載している。 

 
図2 承認の流れ 

(3) 造形用材料と製品の材料記号 
AMに関する造形用材料と製品の材料記号に

ついては，本会の鋼船規則K編又は本会が適当

と認める国際規格又は国家規格等（例JIS，

ISO等）の公的規格に規定される材料記号を使

用する。 
AM用の造形用材料については，同材料記号

の後ろに-F-AM，続いて以下に記載の熱処理の

表示記号（表3），AM技術に関する表示記号

（表4）を追加する。必要に応じて，本会の鋼船

規則M編6章に規定される水素量に関わる記号

（-H5，-H10，-H15）も使用する。 
AMにより製造された製品については，同材

料記号の後ろに-AM，続いて表3に記載の熱処

理の表示記号，表4に記載のAM技術に関する

表示記号を追加する。 

表3 熱処理の表示記号 
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表4 AM技術に関する表示記号 

 

一例として，材料記号の記載例を以下に示す。 
KSCA45-F-AM-A-WAAM： 
ワイヤアーク焼結法によってAMされたままの低

合金鋼鋳鋼品KSCA45用の造形用材料 
KFCD45-AM-A-PBF-LB： 
レーザビーム粉末床溶融結合によってAMされた

ままの球状黒鉛鋳鉄KFCD45のAM製品 
2.2.2 造形用材料の認定 

(1) 認定までの流れ 
造形用材料の認定の流れを図3に示す。ここ

でいう「申込」は，造形用材料の材料供給者が

行うことを想定している。なお，各項目の詳細

については，以下の(2)以降で紹介する。本会

では，本会船級船として登録している船舶にお

ける船体構造やエンジン等の主要な構造物等に

対し，本会が承認した材料の使用を要求してお

り，AMにより製造される金属製舶用機器等の

材料においても同じ考え方を適用している。 

 
図3 造形用材料の認定までの流れ 

(2) 提出書類 
認定に際し，最低限提出が必要となる書類を

表5に示す。なお，既に造形用材料について本

会の認定を受けており，その際に提出した書類

と重複するものがある場合にあっては，提出書

類の一部を省略することができる。 

表5 造形用材料の認定のための提出書類 

 

(3) 認定基準調査（実情調査） 
本調査では，造形用材料を安定した作業の下

で認定試験に使用した造形用材料と同等又はそ

れ以上のものを均一且つ継続した品質で製造し

得る能力（設備，技術，品質管理及び社内検査

部門）があるか否かを確認することを目的とし

ている。なお，調査に際し，主に以下の項目に

ついて確認を行うこととしている。 
● 製造工程 
● 社内検査部門及び苦情処理部門 
● 製造設備及び検査設備 
● 各種社内規格，作業標準及び品質管理体制

とその実施状況 
(4) 認定試験 

承認された試験方案に従い，以下の項目（表

6）に関する試験の実施を規定している。本試

験では，材料の健全性を確認することを目的と

している。 

表6 認定試験 
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図4 引張試験片【0°】 

 

図5 引張試験片【45°】 

 

図6 引張試験片【90°】 

(5) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき，申込者が設定することと

している。 
(6) 認定通知 

実情調査及び試験成績書により，本会が適当

と認めた造形用材料に対して，銘柄ごとに，認

定品証明書を発行する。なお，当該証明書の有

効期限は発行日から1年を経過した日とする。 
2.2.3 製造方法の承認 

(1) 承認までの流れ 
製造方法の承認とは，製品の品質の均一性を

前提として，あらかじめ代表的な個品に対する

製造方法，品質管理を確認した上で，製品に対

して審査，試験及び検査を行い，当該製品に対

する製造方法として適切であると判断できた際

の証明を意味する。当該承認における流れを図

7に示す。なお，ここでいう「申込」はAMシ

ステムの全体を管理する所有者が行うことを想

定している。 

 
図7 製造方法の承認までの流れ 

(2) 提出書類 
承認に際し，最低限提出が必要となる書類を

表7に示す。なお，既に製品について本会の承

認を受けており，その際に提出した資料と重複

するものがある場合は，提出資料の一部を省略

することができる。 

表7 製造方法の承認のための提出書類 

 

(3) 実情調査 
本調査は，申込者が製品を均一な品質で製造

できる設備，工程，品質管理等を有しているこ

との確認を目的としている。なお，本調査は実

際のAMシステム及び製造工程等を調査できる

よう，適当な時期に行うこととしている。 
(4) 承認試験 

承認された試験方案に従い，以下の項目（表

8）に関する試験の実施を規定している。本試
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験では，あらかじめ決められた製造方法に基づ

き製造された製品を用いて，当該製造方法の妥

当性について確認することを目的としている。 

表8 製造方法の承認試験 

 

(5) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき申込者が設定することとし

ている。 
(6) 承認証 

実情調査及び試験成績書により，本会が適当

と認めたAMシステムを用いた製品に対する製

造方法を承認し，承認証を発行する。なお，当

該承認証の有効期限は承認の日から5年とする。 
2.2.4 製品の試験・検査 

(1) 製品の試験・検査の流れ 
製品の出荷に先立ち行う試験・検査手順の流

れを図8に示す。なお，ここでいう「申込」は

AMシステムの所有者や本試験・検査の実施を

請け負ったAMシステムの所有者が行うことを

想定している。 

 
図8 製品の試験・検査の流れ 

(2) 提出書類 
製品の試験・検査に際し，本会へ試験・検査

方案の提出が必要となる。なお，本試験・検査

に対する合否基準についても当該方案へ含める

こととしている。 
(3) 試験・検査 

承認された試験・検査方案に従い，以下の項

目（表9）について試験・検査の実施を規定し

ている。本試験では，代表的な製品を用いて製

品の健全性を確認することを目的としている。 

表9 製品の承認試験 

 

(4) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき申込者が設定することとし

ている。 
(5) 刻印 

試験・検査に合格した製品について，本会印

を刻印する。一方，刻印することが適当でない

場合には，適宜押印等の他の方法で対応する。 
(6) 証明書 

前(5)に加え，試験及び検査に合格したこと

を示す「試験検査証明書」を発行する。なお，

当該証明書には有効期限に関する記載は無く，

あくまで事実証明を行うものとなる。 
2.2.5 製造予定製品の事前審査 

(1) 審査の流れ 
本審査は，表2以外の金属製品（非NK船用

材を使用）に対して任意での承認を希望する場

合に適用する要件であり，その審査の流れを図

9に示す。なお，ここでいう「申込」はAMシ

ステムの所有者が行うことを想定している。 

 

図9 製造予定製品の事前審査の流れ 

(2) 提出書類 
AMシステムを用いた製造を予定する製品に
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図4 引張試験片【0°】 

 

図5 引張試験片【45°】 

 

図6 引張試験片【90°】 

(5) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき，申込者が設定することと

している。 
(6) 認定通知 

実情調査及び試験成績書により，本会が適当

と認めた造形用材料に対して，銘柄ごとに，認

定品証明書を発行する。なお，当該証明書の有

効期限は発行日から1年を経過した日とする。 
2.2.3 製造方法の承認 

(1) 承認までの流れ 
製造方法の承認とは，製品の品質の均一性を

前提として，あらかじめ代表的な個品に対する

製造方法，品質管理を確認した上で，製品に対

して審査，試験及び検査を行い，当該製品に対

する製造方法として適切であると判断できた際

の証明を意味する。当該承認における流れを図

7に示す。なお，ここでいう「申込」はAMシ

ステムの全体を管理する所有者が行うことを想

定している。 

 
図7 製造方法の承認までの流れ 

(2) 提出書類 
承認に際し，最低限提出が必要となる書類を

表7に示す。なお，既に製品について本会の承

認を受けており，その際に提出した資料と重複

するものがある場合は，提出資料の一部を省略

することができる。 

表7 製造方法の承認のための提出書類 

 

(3) 実情調査 
本調査は，申込者が製品を均一な品質で製造

できる設備，工程，品質管理等を有しているこ

との確認を目的としている。なお，本調査は実

際のAMシステム及び製造工程等を調査できる

よう，適当な時期に行うこととしている。 
(4) 承認試験 

承認された試験方案に従い，以下の項目（表

8）に関する試験の実施を規定している。本試
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験では，あらかじめ決められた製造方法に基づ

き製造された製品を用いて，当該製造方法の妥

当性について確認することを目的としている。 

表8 製造方法の承認試験 

 

(5) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき申込者が設定することとし

ている。 
(6) 承認証 

実情調査及び試験成績書により，本会が適当

と認めたAMシステムを用いた製品に対する製

造方法を承認し，承認証を発行する。なお，当

該承認証の有効期限は承認の日から5年とする。 
2.2.4 製品の試験・検査 

(1) 製品の試験・検査の流れ 
製品の出荷に先立ち行う試験・検査手順の流

れを図8に示す。なお，ここでいう「申込」は

AMシステムの所有者や本試験・検査の実施を

請け負ったAMシステムの所有者が行うことを

想定している。 

 
図8 製品の試験・検査の流れ 

(2) 提出書類 
製品の試験・検査に際し，本会へ試験・検査

方案の提出が必要となる。なお，本試験・検査

に対する合否基準についても当該方案へ含める

こととしている。 
(3) 試験・検査 

承認された試験・検査方案に従い，以下の項

目（表9）について試験・検査の実施を規定し

ている。本試験では，代表的な製品を用いて製

品の健全性を確認することを目的としている。 

表9 製品の承認試験 

 

(4) 合否基準 
合否基準は鋼船規則K編又は本会が適当と認

める国際規格又は国家規格等（例JIS，ISO等）

の公的規格に基づき申込者が設定することとし

ている。 
(5) 刻印 

試験・検査に合格した製品について，本会印

を刻印する。一方，刻印することが適当でない

場合には，適宜押印等の他の方法で対応する。 
(6) 証明書 

前(5)に加え，試験及び検査に合格したこと

を示す「試験検査証明書」を発行する。なお，

当該証明書には有効期限に関する記載は無く，

あくまで事実証明を行うものとなる。 
2.2.5 製造予定製品の事前審査 

(1) 審査の流れ 
本審査は，表2以外の金属製品（非NK船用

材を使用）に対して任意での承認を希望する場

合に適用する要件であり，その審査の流れを図

9に示す。なお，ここでいう「申込」はAMシ

ステムの所有者が行うことを想定している。 

 

図9 製造予定製品の事前審査の流れ 
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対する本ガイドライン適用の妥当性を確認する

ため，審査に際し，表10に示す書類の提出が必

要となる。審査の結果，本ガイドラインの適用

に特段の問題が無ければ，本会は前2.2.4に規

定する試験・検査の申込を行うよう申込者へ通

知する。 

表10 製造予定製品の事前審査のための提出書類 

 

(3) 試験・検査 
前2.2.4の要件に規定する試験・検査を実施

し，製品の健全性を確認する。当該試験・検査

に際し，合否基準を含む試験・検査方案を作成

し，本会へ提出することが必要となる。また，

当該合否基準作成にあっては，鋼船規則K編又

は本会が適当と認める国際規格又は国家規格等

（例JIS，ISO等）の公的規格によることとして

いる。 
(4) 刻印 

前2.2.4と同様に，試験・検査に合格した製

品に対し，本会印を刻印する。一方，刻印する

ことが適当でない場合には，適宜押印等の他の

方法で対応する。 
(5) 証明書 

前2.2.4と同様に，試験及び検査に合格した

ことを示す「試験検査証明書」を発行する。 
2.3 金属粉末の特徴（本会ガイドライン中の

付録1） 

AM技術を用いた金属製品の製造において重要と

なる金属粉末に焦点をあて，その特徴，保管・管理

方法，不慮の事故への対策と対応に関する基本事項

を付録1として纏めている。各項目の概要は以下の

通り（表11）である。 

表11 付録1における記載内容（概要） 
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実船モニタリングに向けた波浪情報の推定・活用 
 

 
藤本 航＊，見良津 黎＊，石橋 公也＊，朱 庭耀＊ 

 
1．はじめに 

近年，船舶分野において実船モニタリング・デジ

タルツイン技術の開発が活発に行われている。例え

ば，推進性能分野においては，海事クラスター共同

研究として「実海域実船性能評価プロジェクト

（OCTARVIA）」が実施されており1)，この中で船舶

が遭遇する気象・海象を把握することが必要不可欠

とされている2)。また，構造分野においても船体構

造デジタルツインの研究が進められており，遭遇海

象の推定についても高い関心が寄せられている3)。

2022年3月に開催された日本船舶海洋工学会関西支

部／KFR・KSSG共催シンポジウム「実船モニタリ

ングの最前線」においては，両分野のモニタリング

技術においても，波浪情報の推定・利用が共通項で

あり，多様な波浪情報があることが認識された4)。

そして，波浪情報を安全かつ高度に活用していくに

は，それぞれの長所と注意点を踏まえて活用してい

く必要がある。 
本会は業界の研究開発を促進すべく，各種モニタ

リング・デジタルツインプロジェクトに参画し，波

浪データ解析も実施してきた。こうした取り組みの

中で，各種アプリケーションに対する波浪データの

要件について一定の知見を得た。 
本稿においては，船舶構造デジタルツイン等も含

む意味で「実船モニタリング」と総称し，実船モニ

タリングに対する波浪データの活用について検討す

る。まず初めに，一般に普及している観測機器や解

析手法を概説した後，主要な波浪情報の特徴を俯瞰

的に比較しつつ，実船モニタリングへの活用に対す

る適合性について考察する。 

2．船上観測値：レーダーを中心として 

船体周辺の広い波浪場を観測する機器として，

レーダーが有力であり，近年注目を集めている。た

だし，波の山に隠れて直接観測できない範囲が多い

ため，その範囲を何らかの手法で補間する必要があ

る。以降，レーダーの観測原理と，種類，特徴や注

意点について概要を説明する。 

                                                      
＊ 技術研究所 

2.1 レーダーの原理 

マイクロ波は，表面張力波の波長と近いため，

Bragg共鳴散乱という機構によって，マイクロ波の

照射方向と反対側に強く散乱する（図1）。そのため，

レーダーで波浪を観測できるのは，表面張力波が生

じるほどに風速がある場合に限られる。なお，表面

張力波とはその名の通り表面張力を復元力として生

じるさざ波である。 

 
図1 マイクロ波レーダーによる波浪観測の概念図

（上）アンテナと海洋波の配置（下）表面張力波の

スケールでの拡大図。𝜆𝜆/2 � 𝜆𝜆� cos�� � ���の時に，

Bragg共鳴散乱によってアンテナ側にマイクロ波が

強く反射される。 

レーダー反射断面積は，下記のようなメカニズム

によって変化する5)。 
① Shadowing modulation 

レーダーから見て，波の山の反対側が隠される

効果（図2）。舶用レーダーの設置高さは数十m
程度である一方，Xバンドレーダーの観測半径

は数km程度であり，レーダーから離れたエリ

アほどShadowingが支配的になる。波浪予測

では可能な限り遠くの観測値を用いる必要があ

るため，Shadowing modulationは重要である。 
② Tilt modulation 

波面の傾きによって，レーダー反射が変化する

効果（図2）。レーダーから離れるほど，波の山
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